UAV（ドローン）　ニ　ヨル　スイチョク　ガゾウ　ヲ　モチイタ　シャシン　ソクリョウ　シュホウ　ノ　カイハツ by 國井 洋一 et al.
J. Agric. Sci., Tokyo Univ. Agric., 63 (2), 57-65 (2018)
東京農大農学集報，63（2），57-65（2018）
UAV（ドローン）による垂直画像を用いた
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要約：本研究では UAV（Unmanned Aerial Vehicle）を用いた空中写真測量において，通常よりも少ない
枚数の写真撮影および容易な飛行方法での手法を開発することとした。具体的には，対象地において UAV
を垂直方向に上昇させ，異なる対地高度で撮影された少枚数の写真によって写真測量を可能とする手法であ
る。開発した手法は，通常は平行撮影された 2 枚の写真に対して行う相互標定を，垂直方向に並んだ写真に
対して適用できるよう変形し，さらに最終標定として各標定要素および計測点の 3 次元座標を全て未知量と
して標定を実施するものとした。本手法による計測精度の検証を行うために，日本写真測量学会 UAV テス
トサイトにおいて 70～90 m の対地高度で 5 m おきに撮影を行い，計 5 枚の写真を用いて 3 次元座標の算出
を実施した。その結果，平面精度が±0.093 m, 高さ精度が±0.166 m となり，同じ写真を一般的な写真測量
用ソフトウェアに取り込んで処理した場合よりも高精度となった。以上の成果より，本開発手法は UAV に
よる空中写真測量の効率化が見込まれるため，土工現場の測量や災害時の現況把握などにおいて，有用な
ツールとなることが期待される。
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1．　は じ め に
　近年，通称ドローンと呼ばれる UAV（Unmanned Aerial 
Vehicle：無人航空機）の需要が増加している。UAV は，米
国にて 1950 年代から軍事目的での開発が開始され，1970
年頃には電子誘導技術の進歩などを背景に小型の無人偵察
機として開発されてきた。日本における UAV の利用は，
農薬散布のために 1990 年代後半から全国各地で使われた
ことから普及が始まり1），現在では各種現場での情報収集
や測量，あるいはメディアやエンタテイメントでの利用な
ど応用性が拡大している2）。それらの中でも，特に重要性
の高い応用分野は空中写真測量である。通常の空中写真測
量は，有人航空機によって数百から数千 m の対地高度より
地上を撮影し，主に地形図を作成するために実施される3）。
一方，UAV の対地高度は数十から 100 m 前後と低空である
ことから，有人航空機よりも詳細な地形図の作成が可能で
ある。また，UAV は有人航空機と比較して安価で機動性が
高く，操作も容易であることから，災害発生時などの緊急
時における地形把握においては優れた能力を発揮する4, 5）。
さらに，国土交通省が推進する i-Construction の取り組み
により，土工やコンクリート工における測量の効率を向上
させるツールとしても期待されている6, 7）。
　通常，空中写真測量によって地形把握を行うための撮影
は，機体を一定の対地高度で水平方向に移動させながら，
地上を重複撮影（オーバラップ）し，対象地を網羅する方
法で実施される。国土交通省国土地理院から発表されてい
るマニュアルでは，オーバラップ率を 80% とするよう規
定されているため8），撮影枚数は狭小な対象地でも数十か
ら数百枚程度を要することとなる。また，現在主流となっ
ている SfM（Structure  from Motion）9） を搭載した写真測
量用ソフトウェアも，上記のような水平にオーバラップ撮
影された写真を対象としている10）。しかしながら，上記の
ような撮影方法はオペレータの技術と労力を要するため，
土工等の現場においてはコスト面での不安がある。また，
災害等の緊急時における撮影を考えると，オーバラップ率
や対地高度を考慮しながらUAVを操作することは難しい。
さらに，UAV を緊急時の対象地上空にて網羅的に移動さ
せることは，万一の墜落等の危険性を考慮すると避けたい
操作である。以上のことから，UAV による緊急時の空中
写真測量のための撮影は，可能な限り少ない枚数かつ容易
な方法が求められる。
　そこで本研究では，UAV の移動を垂直方向のみに限定
し，異なる対地高度で垂直撮影された少枚数の写真のみを
用い，かつ地上基準点を使用せずに空中写真測量を実施す
る手法の開発を行った。また，開発した手法の性能を評価
するために，一般的な写真測量用ソフトウェアとの測量精
度の比較により検証を行った。
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2．　検証用写真の撮影
　本研究における精度検証用の写真撮影は，神奈川県足柄
上郡松田町の UAV テストサイトにて実施した。UAV テス
トサイトは，一般社団法人日本写真測量学会が運営してい
る UAV 用の検証サイトであり，約 5,000 m2 の敷地に計 76
点の対空標識が図 1 のように設置されている。この対空標
識の中心座標は，2 級トータルステーションによる地上基
準点測量によって，平面直角座標第Ⅸ系の座標が±0.006 m
の精度で求められている。そのため，UAV による空中写
真測量で得られた座標との比較を行うことにより，精度検
証が可能となる。なお，本研究で開発した手法は地上基準
点を不要とするものであるため，得られる 3 次元座標は任
意の原点および座標軸によるローカル座標となる。また，
本手法による 3 次元座標算出には，任意の 2 点間の距離の
みを既知量として与える必要がある。本研究では，図 2 に
示す対空標識 No. 27 と No. 35 の間の距離（14.831 m）を既
知量として扱うこととした。
　本研究における撮影に使用した UAV は図 3 に示す DJI
社製の Inspire 1 であり，Inspire 1 に搭載されているカメ
ラ（FC350）は，画素数 4,000×2,250，焦点距離 4 mm の
スペックを有している。図 4 に Inspire 1 にて撮影された
UAV テストサイトの全景写真を示す。
3．　開発手法の理論
　本研究では UAV から撮影された複数枚の垂直写真を利
用し，各写真に対する共通の対応点を取得することにより，
写真測量を行うこととする。一般的な写真測量の手順は，
まず撮影時のカメラの撮影点や姿勢といった外部標定要素
および，焦点距離やレンズ歪み補正係数といった内部標定
要素を求める標定処理（カメラキャリブレーション）を
行った後，測点の 3 次元測量を実施することとなる。しか
しながら，本研究で開発した手法はカメラキャリブレー
ションと 3 次元測量とを同時に進めながら，各パラメータ
の最適解を求めるものとなる。以下，本手法の詳細を手順
ごとに述べる。
⑴　各撮影点に対する相対距離の推定
　まず，UAV から撮影された複数枚の垂直写真に対し，
各撮影点に対する相対的な位置関係を推定する。図 5 は各
写真の撮影時におけるカメラの状況を模式的に示したもの
であり，対地高度が低い順に①，②，…としている。はじ
めに，各写真に対する概ねの対地高度を算出する。対地高
度の算出にあたっては，前述のとおり設定した任意の 2 点
間距離を既知量 L とし，L が写真上に写された際のセン
図 3　使用した UAV（Inspire 1）
図 1　対空標識の配点
図 2　対空標識配点の一部
図 4　Inspire 1 にて撮影された UAV テストサイト
（対地高度 約 90 m）
59UAV（ドローン）による垂直画像を用いた写真測量手法の開発
サ上での長さを l1, l2, …，カメラの焦点距離を f とした場
合，各画像に対する概ねの撮影高度 H1, H2, …は次式にて
求められる。
  ⑴
　これにより得られた各撮影高度を用い，図 5 に示す写真
①と他の写真との撮影点間に対する相対距離 Bz1, Bz2, …
を次式により求める。
  ⑵
　以上により得られた相対距離を用い，以下の手法により
全ての写真対する相互標定を行うこととする。
⑵　相互標定
　相互標定とは，複数の撮影写真に対する相対的な撮影点
および姿勢を求めることである。通常，相互標定は 2 枚の
写真間のみに対して行われることが多いが，本研究におい
ては図 5 中の写真①を基準とし，写真②以降の他の各写真
とのペアに対する相互標定を全て同時に行うこととした。
すなわち，写真①の撮影は相対座標の原点にて傾きの無い
状態で行われたものとし，写真②以降の撮影時における相
対的な撮影点および姿勢角を同時に求めるものである。さ
らに，本研究における相互標定については，カメラの内部
標定要素も各写真共通のパラメータとして未知量に設定
し，同時に標定を行うこととする。図 6 は複数の撮影写真
のうち 2 枚のみに着目して，2 枚の各撮影点および共通に
写っている対応点 P を一つの面（エピポーラ面）とする
共面条件を図示したものである。以下，同図を踏まえて本
手法の詳細を述べることとする。
　各写真における共通の対応点 P に対し，写真①と写真
⑤のペアによる共面条件式を導出する。すなわち，写真①
と写真⑤の撮影点 O1（0, 0 ,0），O5（Bx, By, Bz）および点 P
のセンサ上への像点 p1（x1, y1），p5（x5, y5）の 4 点はエピポー
ラ面を構成するため，写真⑤の姿勢角を（ω, φ, κ）とすると，
次式に示す共面条件式が得られる。
  ⑶
ここに，
　ここで，式 ⑶ における Bz には式 ⑵ にて求めた相対距離
Bz1 が代入されることとなる。すなわち，通常の共面条件
では Bx を固定値とするが，ここでは Bz を既知量として相
互標定が行われる。さらに，本手法における相互標定では
各写真に共通の内部標定要素についても未知量として扱う
ため，像点 p1, p5 の写真座標については，内部標定要素を
考慮する必要がある。すなわち，主点位置を u0, v0, スケー
ルファクタを a1, a2, a3, a4, さらにレンズ歪みについては
放射方向（係数：k1, k2, k3）および接線方向（同：p1, p2）
を考慮すると，式 ⑶ 中の（xi, yi）（i＝1, 5）は，各撮影写真
図 5　垂直写真の相対位置関係
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から取得した画素座標（ui, vi）（i＝1, 5）を次式により変換
したものとなる。
  ⑷
ここに，
　上記の共面条件式を写真①を基準とした各ペアより順次
導出することにより，表 1 に示すパラメータがここでの相
互標定における未知量となる。すなわち，各写真間におい
て 1 組の対応点が得られれば共面条件式が 1 個得られるた
め，未知量の数を上回る共面条件式が得られるよう対応点
を取得する必要がある。例えば，写真枚数が 5 枚の場合の
未知量は 10＋5×（5－1）＝30 個となるが，対応点が 8 点以
上得られれば，共面条件式が 8×（5－1）＝32 個以上となる
ため，解を得ることが可能となる。
⑶　3次元実座標の算出
　上記の処理により，全ての写真に対する相互標定要素な
らびに内部標定要素が得られたため，ここでは各計測点に
対する 3 次元相対座標の算出を共線条件により行う。共線
条件は，地上の測点（X, Y, Z），センサ上での像点（x, y）
ならびに撮影点（X0, Y0, Z0）の 3 点が一直線上に存在する
という条件であり，共線条件式として次式にて表される。
  ⑸
ここに，
　すなわち，1 点の計測点に対する共線条件式は 1 枚の写
図 6　垂直写真の相互標定
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真につき 2 個得られるため，2 枚以上の写真があれば，2×
2＝4 個以上の共線条件式により 3 次元相対座標の 3 個の
未知量を解くことが可能となる。これにより，全ての計測
点に対する 3 次元相対座標が得られることとなる。
　さらに，得られた全ての 3 次元相対座標は，図 3 に示し
た既知量として与えた長さによって実スケールの座標へと
変換する。すなわち，既知量とした点間のセンサ上での長
さと実際の長さとの比率から，全ての計測点に対する 3 次
元相対座標を実スケールの座標へと変換する。なお，実ス
ケール座標への変換の際は，座標原点および座標軸を設定
しておく必要がある。
⑷　各画像の絶対標定および最終標定
　上記の処理により全計測点に対する実スケールでの 3 次
元座標が得られたため，ここでは各画像に共通の内部標定
要素ならびに各々の外部標定要素を絶対標定にて求めるこ
ととする。すなわち，ここでの標定は 3 次元座標が得られ
た全計測点を地上基準点として共線条件式をそれぞれ導出
し，表 1 に示した内部標定要素および，各写真に対する撮
影点および姿勢角の外部標定要素を，すべて同時に求める
ものである。これにより，各画像に対する絶対標定が完了
することとなる。さらに，本計測処理の最終段階として，
全標定要素および全計測点に対する 3 次元実座標をいずれ
も未知量とし，前項と同様に全計測点を地上基準点とした
共線条件式により最終的な標定処理を行うこととする。
4．　精 度 検 証
　ここまでに示した計測手法の性能を評価するために，前
述の UAV テストサイトにて撮影を実施し，計測精度検証
を行った。UAV による写真撮影は，UAV テストサイトの
ほぼ中央付近から UAV を垂直方向に飛行させ，対地高度
がおよそ 70 m から 90 m の範囲において 5 m 毎に撮影を
行い，図 7 に示す計 5 枚の写真を取得した。また，5 枚の
写真に共通に写っている 39 点の対空標識に対する 3 次元
座標を本開発手法にて算出し，既知の座標との残差により
精度検証を実施した。その際，原点は図 8 に示すとおり
No. 27 の対空標識とし，No. 35 の方向を X 軸，さらにそれ
表 1　相互標定における未知量
図 7　検証用撮影写真（各画像のキャプションは対地高度）
図 8　設定した対象地における座標系
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ら 2 点と No. 62 の 3 点で構成される平面を X-Y 平面とし，
X-Y 平面に直交する方向を Z 軸として設定した。なお，
上記の対空標識のうち原点を除く 38 点の 3 次元座標を未
知量として本手法を適用する場合，前述の最終標定におけ
る未知量の数を考慮すると，理論上は 2 枚以上の写真があ
れば解を得ることが可能である。しかしながら，少ない写
真枚数の場合は観測方程式と未知量の数が拮抗し，最小二
乗法による計算の収束状況が不安定となる。本研究で撮影
した写真においても少ない枚数での標定を試行したが，4
枚以下では収束解を安定的に得ることが困難であったた
め，5 枚全ての写真を使用することとした。表 2 に 5 枚の
写真に対する最終標定の結果を示す。同表中の対地高度は
UAV に搭載されている GPS による単独測位で求められた
概算値であるため，標定結果における Z 座標とは数 m の
差異が生じている。
　精度検証の結果は表 3 に示したとおり，平均二乗誤差は
平面，高さともに±0.200 m 以内となった。この精度を土
工現場における測量精度にあてはめると，位置精度 0.20 m
以内の三次元点群は部分払い出来高計測に適用できるとさ
れており，土工に対する簡便な方法として適用可能である
ことが認められた。
　一方，比較対象として，一般的な写真測量用ソフトウェ
アによる計測精度の算出も行った。使用したソフトウェア
は，SfM を搭載するソフトウェアとしてもっとも普及し
ている Agisoft PhotoScan Pro（以下，PhotoScan）である。
本研究では PhotoScan にも図 7 に示した 5 枚の写真を取
り込み，対空標識に対する 3 次元座標および計測精度の算
出を行った。その際，No. 27，35，62 の 3 点のみを基準点
とした場合と，写っている 39 点全点を基準点とした場合
の 2 パターンを試みた。加えて，写真測量として一般的な
方法にて撮影を行った場合との比較も行うこととした。す
なわち，対地高度をおよそ 70 m で一定として UAV を平
行に飛行させ，80% のオーバラップ率を確保してテスト
サイト全域を網羅するよう計 57 枚の写真撮影を行い，そ
の写真を PhotoScan に取り込んだ場合の 3 次元座標およ
び計測精度も算出した。その際の基準点は，一般的な写真
測量と同等数の 9 点を用いることとした。また，上記によ
り得られた各計測精度を評価するための指標として，写真
測量において一般的に用いられている標準精度を次式によ
り算出した11）。
  ⑹
ここに，
σx, σy, σz：x, y, z 座標に対する標準精度（m）
H：撮影時の対地高度（m）
f：焦点距離（m）
B：基線長（m）
σp：読み取り制度（m）
　ここで，本研究では 5 枚の垂直撮影写真を用いているた
め，式 ⑹ における H には 5 枚の写真に対する標定後の対
地高度の平均値（83.944 m），B には 5 枚のうちもっとも
位置の離れた 2 枚の撮影間の距離（20.137 m）を用いて標
準精度の算出を行った。また，読み取り精度については一
般的な写真測量と同様に 1 画素とし，画素をカメラのセン
表 2　最終標定結果
表 3　精度検証結果
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サ上の長さに換算して用いることとした。
　結果として，垂直写真5枚のみを用いた場合においては，
平面精度は提案手法および PhotoScan 共に標準精度を下
回ったが，高さ精度については提案手法のみが標準精度を
上回る結果となった。すなわち，提案手法は撮影方法が簡
便かつ地上基準点が不要であるにも関わらず，特に高さ方
向に関しては通常の写真測量と同等の精度が得られること
が確認された。一方，一般的な平行撮影による写真を
PhotoScan にて処理した場合は，土工の出来高管理にも適
用できる程度の高精度となった。以上の結果から，UAV
による撮影方法は状況に応じて選択する必要があるが，本
提案手法は短時間で簡便に現場の状況を把握するうえでは
有用であることが示されたといえる。
　また，図 9 は 39 点に対する X, Y 座標の残差の分布を矢
視にて示したものである。同図より，原点より 10～20 m
程度の範囲内においては，大半の検証点における残差が標
準精度と同等の±0.04 m 以内に収まっているが，30 m 程
度離れた No. 45，50，51，55，61，66 といった各点は残差
が±0.2 m 前後となっており，精度の低下が確認できる。
また，同図にて検証点の位置の分布をみると，X 方向は約
40 m 程度の範囲であるのに対し，Y 方向は 50～60 m と比
較的広く分布していることが確認できる。すなわち，本検
証では特に Y 座標が原点から離れた検証点が，提案手法
における Y 座標精度の低下に起因したものと推測される。
これらの結果より，本手法を現場にて適用する際は，原点
を可能な限り計測対象物の近傍に設定することが望ましい
と考えられる。
5．　お わ り に
　本研究では，UAV から垂直撮影された写真のみを用い，
かつ地上基準点を使用せずに空中写真測量を実施する手法
の開発を行った。また，開発した手法の性能を評価するた
めに，一般的な写真測量用ソフトウェアとの測量精度の比
較により検証を行った。その結果，開発した手法は少数の
垂直撮影写真のみを用いるものであるため，通常の手法と
比較して撮影の労力が軽減できることが推測される。ま
た，地上基準点も不要であることから，撮影の事前準備も
不要である。
　一方，精度検証はトータルステーションによる地上測量
により得られている座標値との比較により，平均二乗誤差
を算出して実施したが，一般的な撮影方法およびソフト
ウェアを用いた場合には劣るものの，一定以上の精度によ
る計測は可能であることが確認された。また，撮影方法は
UAV を単純に垂直方向に飛行させて数枚撮影するのみで
あるため，撮影に関わる時間と労力については大幅な縮減
が可能となる。これらのことからも，本開発手法は土工現
場における現況の測量や，災害時における被害状況の把握
等における活用が見込まれる。
　今後の課題としては，さらに精度を向上させるための手
段について検討する必要がある。特に，本手法は原点から
離れた点に関して精度が低下することが確認されたため，
計測点の位置に対する精度の安定化が望まれる。具体的な
対応策としては，状況に応じた最適な写真枚数や，各写真
間における最適な高度差の検証，さらには UAV 飛行時に
おける GNSS（GPS）測位情報の利用などが挙げられる。
また，本研究では地上基準点を使用せずに 3 次元座標を
ローカル座標として求めたが，平面直角座標等のグローバ
ルな座標を効率的に求めるための手法についても，引き続
き検討が必要である。
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Development of Photogrammetric Method Using 
Vertical Image by UAV
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Summary：In order  to propose  an efficient photogrammetric method  for UAV  (Unmanned Aerial 
Vehicle), a new method which requires only few images was developed is presented in this paper.  The 
operation of the UAV for the method flown in a vertical direction, and few images could be taken from 
different altitudes.   Therefore,  the UAV can be operated more easily  than general photogrammetric 
method.  The developed method includes original relative orientation procedure which can be applied to 
vertical direction images.  In addition, a final orientation which can perform absolute orientation for every 
parameter and calculate 3D coordinates of all measurement points simultaneously was included.  In order 
to observe performance evaluation of  the method,  the checking accuracy of  the measurement was 
performed using UAV test site by Japan Society for Photogrammetry and Remote Sensing.  The UAV 
was operated in the test site, and the 5 vertical  images were taken from 70-90 m altitude respectively.  
Therefore, 3D coordinates of measurement points were calculated.   As a result,  the plane and height 
accuracy was ±0.093 m and ±0.166 m respectively.   These values were of higher accuracy  than  the 
results of the usual photogrammetric software.  Consequently, the developed method can be 3D measured 
efficiently, and  it  is expected  that  the method will become a useful  tool  in  the  field of construction, 
disaster and any surveying.
Key words：Unmanned Aerial Vehicle, photogrammetry, vertical image, checking accuracy
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